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１．はじめに 

 現在日本は先進国としての成熟を迎え、経済的な豊かさを得たことから、地

域における個人の生活は相互不干渉でも成り立つ時代となり、核家族化や単身

世帯の増加が進むと同時に、地域住民の関係は希薄化しているとされる。 

一方で現在すでに進行し、今後一層進むこととなる少子高齢化や稼働年齢層

（納税者）の割合の減少といった人口構造の変化により、社会保障負担が年々

増加するにも関わらずそれを支える世代が不足してしまうという現状がある。

将来的には、地域住民が助け合わなければ生活を守っていけないような時代が

来てもおかしくはない。 

このように、従来型の税金分配、給付型の公共サービスの総量が減少せざる

を得ない状況となる今後、地域住民の生活を支え、充実させていくには地域住

民自身が主体となり新たに公共的な役割を担っていく、そして行政も一方的な

給付的政策だけでなく、住民の働きを最大限サポートする施策を打っていくほ

かないものと考えられる。 

 本海外調査においては、デンマークにおいて普及している教育、医療、福祉

といった幅広い公共サービスにおいて住民が政策決定や実施過程に直接参加を

する仕組み「ユーザーデモクラシー（利用者民主主義）」を学ぶため視察及び

ヒアリングを行った。 

 この調査をもとに、地域社会において住民自治を促進し、今後の社会変化に

対応できるような強い地域づくりへとつなげていく方策を検討したい。 

 

２．デンマークのユーザーデモクラシーについて 

（１）デンマークとその近年の地方自治構造の変化 

 デンマークの面積は九州のそれとほぼ同じの約４．３万平方キロメートル、

人口は兵庫県のそれとほぼ同じの約５６６万人と小さな国でありながら、北欧

モデルと呼ばれる福祉国家政策や高い企業競争力で知られている。また、１９

７０年以降近年まで行政区画の大幅な改変を伴う地方分権改革を行い、２００

７年の再編により広域行政区分としての５つの「地域」（レギオーン）と９８

の基礎自治体（コムーネ）による構成となった。レギオーンは医療、義務教育

後の中等教育などを広域行政として主に担い、コムーネは高齢者福祉の他社会

福祉全般や義務教育など住民に直接各種社会サービスを提供する役割を担って

いる。  

（２）デンマークのユーザーデモクラシーと利用者委員会 

 ユーザーデモクラシーは直訳すると利用者民主主義となり、公的サービスの

運用にかかる意思決定に受益者である市民が直接参加する意味合いを持ってい

る。デンマークでは公共的な教育、福祉、住宅、地域づくり等の幅広い分野の
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政策決定や実施過程の場に「ユーザーデモクラシー」が取り入れられ、市民が

主体的に意思決定に参加する仕組みが整備されている。この背景には、デンマ

ーク人が組合結社を好み、政治家任せにせず自己決定を尊重するという風潮が

あるといわれている。デンマークの労働組合組織率は８０％を超えているとの

データもあり、日本の厚労省推計（２０１４年）１７．５％と比較してもその

数値の大きさが分かる。  

本調査では、公共住宅の分野でのユーザーデモクラシーの実践に重要な役割

を果たしている「非営利住宅協会」にインタビュー及び視察をすることが出来

たため、その結果をもとに住民自治の可能性を検討していきたい。 

 

３．デンマークの非営利住宅運営における住民自治 

（１）デンマークにおける公共住宅 

 はじめに、デンマークにおける公共住宅事情を整理する。デンマークの公共

住宅は大別すると２種類あり、自治体等の公共セクターが所有する「公営住宅」

と公共セクター、民間セクター双方に属さない、非営利のセクターが所有する

「非営利住宅」の２種があり、これらが公共的性質を持った住宅にあたるもの

と捉えることが出来る。なお、国内の総住宅供給戸数に占める両者の割合は、

公営住宅が２％、非営利住宅が１９％となっている。 

 また、この非営利住宅は、所有と運営は非営利セクターに委ねられていなが

らも、供給戸数の管理や、入居市民への住宅補助などを通じて地方自治体が関

与しており、実質的には日本における低所得者向け公営住宅と同様の役割も担

っている。 

（２）シェラン島非営利住宅協会 

 本調査では、半島や多数の島からなるデンマーク本土において、首都コペン

ハーゲンを抱え、同国最大の面積と人口を有するシェラン島を管轄エリアに持

つシェラン島非営利住宅協会（所在地：ロスキレ市）へインタビュー及び視察

を行った。 

インタビューは同協会の社長、 Bo 

Jørgensen 氏、広報担当 Jonas Bjørn 

Whitehorn氏に行った。 

同協会が所在するロスキレ市はコペン

ハーゲンの西３０ｋｍに位置し、人口約

４万６千人で、多くの自治体が２～４万

人前後の規模である同国内においては比

較的大きな都市である。１１世紀～１５

世紀にはデンマーク王国の宮殿がおかれ
 非営利住宅協会　社長室にて。右の男性が社長Bo氏
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たほか、世界遺産のロスキレ大聖堂には１５世紀以降のデンマーク君主の

棺が安置されるなど、古くから重要な都市であったことがうかがえる。 

 同協会の運営する非営利住宅はシェラン島全体に１８０区画１３，０００世

帯となっており、そのうち約半数がロスキレ市、残り半数がシェラン島全域に

広がっている。これは、２００７年に住宅運営の効率化とサービスの改善を目

的として、ロスキレの非営利住宅協会を母体に複数の協会が合併したことによ

る。 

 この非営利住宅協会は、所有する住宅の入居者募集や日常的なメンテナンス

等一般的な不動産会社、管理会社の役割を果たすと同時に、新築や改修など大

きな事業にあっては政策的な意思決定を必要とすることから、行政と住民の間

に立ち調整をする重要な役割を担っている。 

（３）非営利住宅の運営概要 

 まず、非営利住宅協会の組織運営に係る経費は、公的資金が直接入ることは

なく、全て運営する公共住宅の家賃により賄われている。その住宅の家賃は、

入居者間の公平の為、１㎡単価で年間６００～９００デンマーククローナと団

地ごとに単価が統一されており、入居者は部屋の広さにこの金額を掛けた賃料

を支払うことが基本となっている。この金額は民間の賃貸の賃料と比して特別

に低廉なものではない。なぜならば、非営利住宅は低所得者のみを対象とした

ものではなく、あくまで「すべての人に家を」として国民全体に適正価格の住

宅戸数の保証を重視しているからである。 

日本で公営住宅の家賃を低所得者向けに低廉に設定している措置に代わるも

のとして、デンマークでは入居する約半数の住民に対しては、移民、低所得者、

高齢者等の支援として何かしらの公的家賃補助が支給されている。 

 ところで、非営利で住宅運営を行うにあたり、住宅の新築や改修などのハー

ド整備に係る大規模な費用をどのように工面しているのかという疑問が生じる。

これは、実態は複雑な仕組みになっているとのことであるが、大まかには非営

利住宅整備を目的とした LBFという基金ファンドが非営利住宅の新規建設や改

修等の大規模な費用が必要な際に、その費用の多くを非営利住宅協会に融資を

することで成り立っている。LBFには毎年すべての非営利住宅の家賃収入の一部

がローン返済及び強制拠出金として集められ、その財務の安定性が保たれてい

る。即ち、住宅のハード面での維持は保証されているものと言える。 

 次に、入居者が支払う家賃について具体的にどのように使われているかを割

合で示す。２７％はローン返済、２３％は固定資産税、２２％は修繕積立金、

１９％が住民の意思を反映して使うための予算、残りが協会の運営費となって

いる。住民が任意で使える予算は、例えば敷地内に花壇を作ったり、広場に子

供用の滑り台や、住民が共同で使える小屋を設置することが出来る。即ち、住



4 

 

宅だけでなく住宅を中心とした住区をより住みやすいものとするために住民が

予算と権限を持っているということである。 

（４）運営の効率化 

 シェラン島非営利住宅協会では、２００７年の合併を契機にトヨタ生産方式

の影響を受けたリーン生産方式の理念に基づき、無駄を省く効率化策を展開し

ている。その一つが ITの活用である。従来は合併前の各協会が別々に異なる方

式で行っていた住民とのコンタクトのプロセスを、ネット上のプラットホーム

に統一させ、現在では年間１５，０００人の住民がネット上での入居の応募や

住宅不具合の報告を行っている。これによる効率化として、窓口で５～１０人

に対し直接対応をする間に、ネット上の手続きでは１００人の案件を受け付け

ることが出来るほどの時間短縮が期待できるという。 

 また、日常的な住宅管理にも ITが導入された。日々の住宅の改修作業実績を

全て作業員がデジタル登録し、統一的なデータベースで集中管理するというも

のである。これにより、従来は１つの住宅につき１名を管理人として雇用・常

駐させ、日々の管理や修繕にあたる必要があったものを、非営利住宅協会が雇

用する作業員が１名につき、３～５団地を担当して管理できる環境になった。 

 このような IT導入による効率化は２００７年から進められており、今後もま

だ複数のシステムを導入していく予定とのことである。 

 非営利団体である住宅協会の効率化の目的は、協会管理費の削減とそれによ

る賃料の引き下げにあるという。賃料の引き下げは住民の利益になるとともに、

公的家賃補助を行う自治体のコスト削減となり公益的に重要であるとのことで

ある。 

（５）住民自治の仕組み 

 前項で述べたように、非営利住宅の運営

は効率化が進み北欧らしい管理された生産

性の高さが目立つ。一方で、今回注目すべ

きは住民参加の仕組みである。 

 非営利住宅の運営においては、右の図の

ように複数の段階、規模において必ず住民

の意思決定への参画を求める理事会の仕組

みを作ることが、公共住宅法で明文化され、

運用されている。  

まず、右図の上層にある全国の住宅協会

の組合はデンマーク国内のすべての非営利

住宅協会が加盟しており、中央政府が非営

利住宅に関する法律を定める際や、財源を
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依存する LBFとの全体予算等の調整の際に代表となる機関である。 

 中層にある個別の住宅協会の理事会は、協会の社長の選任や協会の経営

計画承認、また管轄内の新築大規模改修などの規模の大きな事業を行う際

の是非の議論を行い、判断を下す。ここで議論される大きな案件について

は、市議会の承認が必要となっている。 

下層の各団地内の理事会は、団地内の規約や共有部分の改修、家賃の増

額減額についての承認・否認、など、団地内の個別の事項について議論を

行う。 

 これら３つの階層での意思決定について、必ず住民代表が非営利住宅の

運営について要求、決定事項への承認、否認を出来る仕組みが整備されて

いる。特に中層、下層における意思決定においては、住民代表が否認した

事案については住宅協会もその判断に反しての行動をすることは出来ない

仕組みとなっており、住民が意思決定に直接関与できる仕組みが整備され

ている。 

しかし、このように住民自治の仕組みが整備されているとしても、本当

に住民がその仕組みを活用して自らの生活を向上させることが出来るとは

限らない。次項では、住民が真に住民自治の仕組みを活用できるように非

営利住宅協会が実施しているサポートについても聞き取りが出来たため、

紹介する。 

（６）住民自治を支援する取組み 

 非営利住宅協会の重要な役割として非営利住宅運営における住民自治

（ユーザーデモクラシー）を住民が実現するためのサポートがあることが

分かった。その支援は大きく３つに分かれる。 

 まず第一が、住民に対する自治意識の啓蒙である。入居者に対しこれか

ら入居することとなる非営利住宅について、自身の家賃がどのように使わ

れるか、また住民にどのような権限と責任があるかを示したアニメ―ショ

ンの DVDを配布するほか、住民総会等の機会で必ずそれを放映するという

啓蒙の取組みがある。 

このアニメーションの中

では、家賃のうち約半分は税

金やローンの返済に回され、

一部は協会の運営予算に、そ

の他は将来的な修繕費用の

積立と住民の判断で活用で

きる予算に充てられること

が示される。 
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住民の権限で使える予算の活用により、自主的に住区の暮らしを充実させ

ることもできることと、その代わりその予算の活用に責任も持たなければ

ならないことを伝えている。さらに予算はある分だけ好きに使ってよいわ

けでなく、将来のために計画的に残しておく必要がある。そうしなければ、

いざ急な改修費用が発生した場合などに積立金が足りず、家賃を上げざる

を得ないこととなることを伝えている。このような啓蒙の取組みにより、

住民の無関心を取り除き、“自分事“意識を喚起しているのである。 

 また、団地内での住民自治（ユーザーデモクラシー）そのものについて

も、重要なものとして住民に発信しており、協会のホームページにおいて

は、既に居住している住民向けのページの最上部に、ユーザーデモクラシ

ーの項目が置かれている。そこには、団地内の理事会の開催の仕方や、意

思決定の議決をする際の投票の方式など詳細に解説がなされており、それ

が住民によって実践されることを前提に書かれている。このように、非営

利住宅の運営の過程において住民自治が必須である環境が法的に整備され

たうえで、その仕組みを維持するために、非営利住宅協会のような専門機

関が継続的に制度の周知啓蒙を行う努力をしていることが分かる。 

それでは、住民自治が不可欠の環境を整え、住民が自治に参加したとし

て、本当に住民には意思決定に向けた判断力と住民の総意が反映される議

論の能力があるだろうか。この点について、非営利住宅協会では次のよう

な支援策を行っている。 

 第二の支援として、スキルの育成と専門性の補助がある。まず、団地内

の予算の問題を伴う案件に関して、いざ住民で話し合うとしても、通常の

住民は団地の財務状況を判断できるスキルを持っていない。そこで、住宅

協会の財務職員が住民向けに財務の分析の仕方や予算の組み方についての

セミナーを開催している。また、団地内での理事会や団地からの提案を住

宅協会にする際に、抽象的な提案では建設的な議論に結びつかず実現が遠

ざかってしまう。この点についても住民が相手に対して建設的な提案をし、

承認を得るためのプレゼンテーション能力を高めるセミナーも実施してい

る。協会ではこのような住民向けセミナーを年 30回ほど開催し、その企画

に住民理事も参画し、協会からだけでなく外部の講師も多数招聘するなど

住民自治の実行性を高めるための住民の側に立った措置を講じている。 

 また、更に高度なスキルや知識を要する場合、例えば住宅の修繕の必要

性を判断する際などには高度な建築知識が必要になり、住民だけでは修繕

計画について議論、判断を行うことは難しい。この問題に対しては、協会

が雇用する専門スタッフが各団地の状況を把握して個別に助言を行い、そ

の助言をもとに住民が議論と意思決定を行う。 
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 また、第三の支援は、住宅協会の当然の職務でもあるが、住民と市議会

の間にたち調整を行うことである。住宅協会の経営計画や非営利住宅の改

修など大きな費用のかかる案件は、住民の家賃の変更にも影響する。そう

いった問題に対しては住民の意思決定と承認を踏まえた上で、更に市議会

の承認を得なければ事業を進めることは出来ない。そのため、住宅協会は

その事業を行うにあたり、最大限に住民の意向に沿いながら、最終的に住

民の意見を実現させるために市議会との交渉を行うのである。この調整を

行うために、住宅協会では日頃から社長自ら団地住民とのコミュニケーシ

ョンを大事にし、意見交換の機会を頻繁に持っているとのことである。 

 これらの支援を振り返ると、その役割は日本における各種まちづくりの

現場で重要視されている「中間支援組織」と同じ役割も担っていることが

分かる。このことは、日本においては公共的性格の住宅のほとんどが公営

住宅であり、一般的には住宅課のような一部署で、画一的に住宅と入居者

の管理を行う方式が用いられることから、大きな違いであると言える。デ

ンマークの非営利住宅のように、住民自治の分野まで力を入れている公営

住宅管理の例はあまり聞かず、またそもそも行政の一部署では手が回らな

い部分であると考えられる。これは構造的な問題であり、必ずしも日本の

方式と優劣をつける必要はないだろう。また、ハード整備の予算の保障な

ど安定に裏打ちされた仕組みともいえるため、日本の状況と単純に重ねあ

わせることは難しい。 

 

４．住宅運営から地域課題解決への広がり 

 シェラン島非営利住宅協会では、団地との関わりを通じ、団地内コミュニテ

ィの充実や、貧困、教育問題といった一見、住宅運営とは別分野の社会的課題

に対しても取り組んでいる。特徴的な取組みをいくつか紹介したい。 

（１）スポーツ図書館の取組み 

 この取組については、実際に取り組みを行う団地に出向き、団地の現場管理

を行う開発チーフ：Francisco Ortega氏および団地における社会的プロジェク

トのリーダー：Christine Maria Wilhelmsen氏に話を伺うことが出来た。 

対象となるこの団地は、社会住宅と位置付けられる他の団地に比べ家庭の複

雑な事情がある世帯が多く住む団地であり、そこで社会課題解決プロジェクト

として試験的に行われているもので、自治体の支援も受けながら非営利住宅協

会が実施している。対象となる団地は教育レベルが低く、犯罪率が高く、収入

が低い世帯が多いという特徴があり、特に子供の犯罪率を下げることを目的と

した取り組みとなっている。 
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 スポーツ図書館にあるのは本ではなくボールなどのスポーツ用品であり、図

書館が本を貸しだすように、スポーツ用品を無償で貸し出すことが基本的な役

割となる。また、運動ができるスポーツコートや広場を併設して団地内の共有

スペースに設置されており、団地内の共有のレクリエーション設備と言える。 

 貧困地域で楽しみを知らず、所謂

ギャング(不良)になってしまいがち

な若者を、子ども時代からスポーツ

に触れさせることによって健全に育

成することを最大の目的としている。 

そのため、前述のような貸出サービ

スのほか、スポーツに関連するプロ

ジェクトを団地内において幅広く行

っている。その一つが、国の体育協

会が認定する「street agent」と呼

ばれるボランティアのスポーツ指導

員の招聘である。昨夏はサッカーのトップアスリートを招き、サッカー教室を

４週間にわたり団地内で開催するなど、貧困層で普段狭い世界しか知らない子

どもに楽しみと憧れをもたらす事業を行ったとのことである。少年犯罪率が多

い要因の一つとして、子どもたちが自分たちの貧困エリアを出ずに生活してい

ることを問題視しており、スポーツ図書館では、体育協会が派遣する「street 

agent」のほかに、近隣エリアの社会人スポーツクラブに来てもらい練習会場に

使ってもらうなどして、貧困エリア外の大人の姿を団地の子供達に見せるとい

うことも行っている。 

また、更に進んだ取組みとして、団地内の貧困家庭の少年を幼い子供達にス

ポーツを教える指導員として育成し、わずかなアルバイト代を与えて教えさせ

るという事業もある。この取組にあたっては指導員となる少年に事前に指導者

向けの講習を受けさせ、より真剣に仕事として取り組むよう工夫がなされてお

り、指導員となった子どもは仕事をしてお金を得ることの大事さを学ぶことが

でき、また、指導を受ける幼い子供たちは、身近な近所のお兄さんが仕事をし

ている姿にあこがれを持つことから、職業教育としても高い効果が得られると

のことである。この１年間で団地内の６人の少年が指導員となり、今後も増や

す予定とのことである。 

まだ試験的で、その運営にあたっても非営利住宅協会のスタッフが常駐して

いるとのことであるが、仕組みの定着に伴い運営についても住民のボランティ

アスタッフを募集して、住民が自ら参加して運営するものとしたい意向とのこ

スポーツ図書館内 スポーツ用品が揃っている  
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とだ。これはシステムが確立すれば、住民の自主予算と権限でも実現できる取

り組みではなかろうか。 

（２）持続可能住宅と移住促進の取組み 

 デンマークにおいても、日本と同様に首都圏への人口の一極集中という問題

があり、住宅整備を通じた田舎への移住を促す社会実験が行われている。 

 元々牧場のあった場所に特別なコンセプトの集合住宅を建設するものだ。全

面的にエコな素材、工法で建設し、藁の池という原始的な浄化槽、木質ペレッ

トによる暖房システム、十分な台数によるカーシェアリング、家庭菜園スペー

スなど循環的・持続的な環境を整えた住宅である。総戸数に対し、高齢世帯、

若者世帯、子育て世代が同じ割合で入居するような住民に多様性を持たす調整

も行われている。首都圏から田舎への移住は注目されつつあるので、この取組

が成功すれば、同様の住宅を更に整備していく考えとしている。 

上記 2つの取組みのように、非営利住宅協会は公共的な住宅の管理運営を本

分としながらも、団地という自身の行動フィールドの特性を活かして幅広い公

益的な活動に取り組んでいる。このことについては、組織が非営利セクターで

柔軟性があること、そして中間支援組織としてのノウハウやネットワークを持

つことが大きいのではないだろうか。 

５．日本の地域における住民自治の取組み 

（１）地域組織の衰退と新たな地域組織の構築 

 日本で地域住民が参加する地域組織としては、町内会・自治会が主となるが、

核家族化や人口構造・ライフスタイルの変化によりその加入率が低迷している

のは周知の事実である。 

 この事態に対し、多くの自治体では引き続き町内会等への加入促進を呼び掛

けるほか、地域協働の基盤を新たに整えるべく、次世代のコミュニティ・プラ

ットホームを構築する動きに出ている。例えば、主に小学校区や中学校区を核

として地域の各種団体を包含し連携して地域づくりを行う「地域コミュニティ

協議会」や学校と地域が連携してより良い教育の実現に取り組む「コミュニテ

ィ・スクール」をさらに地域振興にも深く関わらせようとする「スクールコミ

ュニティ」等の構築の取組みである。これがうまく機能するようになれば、各

地域に住民自治の基盤が発達し、将来の社会的課題にも対応できる強いコミュ

ニティが出来ていくものと思われる。 

 ただし、新たな地域組織においては、これまで個々バラバラに活動していた

組織が協力して地域の諸課題に対応していくこととなるので、共通の価値観、

目標が必要になるのではなかろうか。また、本稿の冒頭でも述べたように、行

政サービスの給付は今後縮小せざるを得ないことからも、住民は、今まで行政

がやるのが当然と思っていたようなことであっても、自分たちで対処をしなく
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てはならなくなるという意識の転換が必要である。 

(２)学校を核とした地域づくり 

 デンマークではユーザーデモクラシーの理念により非営利住宅の「団地」を

核とした住民自治、ひいては住区の地域づくりや貧困、教育などの社会課題解

決が試みられていることを学んだ。また、今回視察しなかった高齢者福祉や、

学校教育等の分野にも同様な仕組みが整備されている。 

 一方で、日本の従来的な地縁組織である町内会や自治会では、地域の祭りご

とや地域防災、防犯についての取組みが自主的になされ、今後もなくてはなら

ない存在となっているものの、ライフスタイルの多様化により近隣関係が希薄

化している現在では、今後新たに将来課題への取り組みを広げていくのは難し

い。そのため、日本における住民自治の取組みとしては、先述のコミュニティ・

プラットフォームなど、地域の共通の財産である「学校」を核とした地域組織

づくりが新たに進められている傾向にあるのではなかろうか。 

（３）新たな地域組織に期待される効果 

 デンマークの非営利住宅で学んだ住民自治には、それが無ければ住民の住生

活が損なわれるという切迫感があった。しかし、その中で住民が責任を持たさ

れながらも、自主的な地域づくりにも取り組める可能性があった。 

 そのため、日本においても住民自治の普及を推進していくにあたり、住民に

責任を持たせて権限を付与するような構造的な改革は有用であろう。しかし、

例えば従来の公共サービスをそのまま住民に移管するというような方策は現実

的ではない。地域の学校という共通の財産を核として新たな地域組織を組織し、

その構成員に学校や町内会、PTA、地域の企業・NPOなど多様な構成員が参画し

て、まず地域の課題を洗い出す作業を始めることが重要ではないか。 

 単なる地域への権限移譲ではなく、まず共通の財産・拠りどころとなる学校

を囲んで、地域の多様な構成員が議論をし、内発的に生じた問題意識や課題を

解決していく。これが期待すべき姿であると考える。 

 近時では、新たなコミュニティ・プラットフォームに対して公的予算を配分

し、住民の自立活動に委ねるという議論も生じ、実際に取り組む自治体もでて

きている。これにより、住民の議論と創意工夫から様々な形の地域づくりが実

現することに期待するとともに、自治体としてもそういった自主的な活動を支

援する取り組みを拡充すべきである。その際には、今回デンマークで学んだよ

うな住民への啓蒙やスキル育成支援などもヒントになることだろう。 

 


